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はじめに

近年、大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会経済活動やライフスタイルの変化に

伴う温室効果ガスの排出量増加に起因する地球温暖化など、様々な環境問題に対する

取組が求められています。

このような中、環境に配慮した循環型社会の実現に向けた諸問題に取り組むととも

に、住みよい環境の保全と次世代への継承を目指して、廃棄物の減量化は最も取り組

むべき課題のひとつになっています。また減量化のための施策となる発生抑制（リデ

ュース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル）の３Ｒのうち、特に優先順位

の高い２Ｒ（リデュース、リユース）について重要な行政課題として捉え、適切に対

応していく必要があることから、平成２７年３月に新たな秋田市一般廃棄物処理基本計

画（以下「基本計画」という。）を策定しました。

本市のごみ発生量については減少傾向が続いているものの、従来の基本計画におけ

るごみ減量目標を達成するにあたっては家庭ごみ有料化（平成２４年７月）実施し、

翌２５年度実績において目標を達成することができました。

なお、今後につきましても、ごみ処理については、「市・事業者・市民が適切な役

割分担のもと環境への負荷を低減することに努めるとともに、循環型社会を構築する

ため協働で取り組む」、生活排水処理については「環境負荷が少ない水循環システム

を構築する」を基本理念とし、環境の保全に向けて地域レベルで取り組んでいくこと

としており、各取組について計画的かつ効果的に推進していくこととしています。

この報告書は、前基本計画におけるごみ減量目標の達成に向けた２６年度の取組に

ついてＰＤＣＡ要素を活用して進捗状況の把握、達成状況の客観的な評価および改善

事項の明確化により、基本計画の適切な進行管理を図るものです。

（一般廃棄物処理計画の点検、見直し、評価）

市町村は、一般廃棄物処理計画について、Ｐlan(計画の策定)、Ｄo(実行)、Ｃheck(評価)、

Ａct(見直し)のいわゆるＰＤＣＡサイクルにより、継続的に自らの一般廃棄物処理計画の点検、

見直し、評価を行う必要がある。

※ごみ処理基本計画指針（平成25年６月：環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策室）
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第１章 基本的事項の現況

第１節 人口等

１ 人口動態

平成２６年度の人口は３１７,６５１人で、前年度と比較し１,８４６人

（０.６％）の減となり、世帯数は１４２,７７０世帯で、前年度と比較し

８８２世帯（０.６％）の増となっています。（表－１,図－１および２）

人口および世帯数の過去８年間の推移では、人口は毎年減少傾向にある一方で、

世帯数については１３万世帯台で推移していましたが、平成２４年度以降は１４

万世帯を超え上昇傾向となっています。（図－１,２）

表－１ 人口等の推移

計画策定当時（前計画） 平成２６年度
(平成１８年３月３１日) (平成２７年３月３１日現在)

住基人口 (人) 世帯数(世帯) 住基人口 (人) 世帯数(世帯)

３２８,７２３ １３５,９１６ ３１７,６５１ １４２,７７０

※住民基本台帳法の改正および外国人登録法の廃止に伴い、平成２４年度以降は外国人人口を含む。

図－１ 人口の推移（各年度末の住民基本台帳人口）

図－２ 世帯数の推移（各年度末の住民基本台帳世帯数）
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２ 人口予測

平成２６年度の人口予測値３１３,２３１人に対する実勢人口は３１７,６５１

人で、予測値を４,４２０人（１.４％）上回っていますが、実勢人口は毎年減少を続

けています。（表－２,図－３）

表－２ 人口予測値

（単位：人）

年度 予測値 ※ 実勢人口 増・減（△）

２２ ３２４,３７７ ３２２,０９２ △２,２８５

２３ ３２１,５８８ ３２０,９０４ △ ６８４

２４ ３１８,７９９ ３２０,６８１ １,８８２

２５ ３１６,０１０ ３１９,４９７ ３,４８７

２６ ３１３,２３１ ３１７,６５１ ４,４２０

※予測値：住民基本台帳の登録人口をベースに、秋田市総合計画の将来推計人口の伸び率を考

慮して推計した人口

図－３ 人口の予想値と実勢値の対比

324,377

321,588

318,799

316,010

313,231

322,092

320,904

320,681

319,497

317,651

310,000

312,000

314,000

316,000

318,000

320,000

322,000

324,000

326,000

22 23 24 25 26

（人）

(年度）

実勢値

予測値



- 4 -

第２節 他の計画等との関係

一般廃棄物に関する主要法令等の動向については、国による第三次循環型社

会形成推進基本計画が平成２５年５月に閣議決定され、新たな取組指標が示さ

れたことや、「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（小型家

電リサイクル法）」が２５年４月１日施行となり、「特定家庭用機器再商品化法

（家電リサイクル法）」等の個別リサイクル法の整備が行われています。

県においては、２３年６月に「第２次秋田県廃棄物処理計画」を組み入れた

「第２次秋田県循環型社会形成推進基本計画（２３～２７年度）」を策定して

おり、本市においても１９年３月の策定から５年が経過した「秋田市環境基本

計画」について、地球温暖化問題など社会情勢の変化等に対応するため２４年

３月に改定しています。（図－４）

また、本市では２４年７月から実施した家庭ごみ有料化により、家庭系ごみ

（資源化物を除く）が２５年度に減量目標を達成したことから、２７年３月に

「秋田市一般廃棄物処理基本計画」（平成２６年度版）を策定しました。

図－４

秋田市一般廃棄物処理基本計画と他の計画との関係図
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第２章 一般廃棄物処理の現況

第１節 ごみ処理基本計画に関する事項

１ ごみの処理フロー

「ごみ」および「資源化物」の収集・処理ルート等について変更はありません

でした。（図－５）

図－５ ごみの処理フロー（平成２７年３月３１日現在）
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２ ごみの処理体制

(1) 収集運搬

平成２６年度は、収集対象物および収集日等の変更はなく、集積所数につい

ては前年度比で２０箇所増え６,４８３箇所となっています。（表－３）

表－３ ごみの収集方法（平成２７年３月３１日現在）

(2) ごみ処理施設

溶融施設、最終処分場および再資源化施設の処理方法、処理能力について変

更はありませんでした。（表－４）

表－４ 秋田市のごみ処理施設（平成２７年３月３１日現在）

収集回数 収集対象物 排出方法 収集方法 収集形態

厨芥類および可燃性廃棄

物、プラスチック類、陶磁

器類、ガラス類、ゴム・皮

革類　※おむつも可

有料指定ごみ袋

（家庭ごみ用・黄色）

剪定枝
50cm以下に束ねて

１回２束まで

刈草・落葉・おむつ

指定ごみ袋

（資源化物用・透明）

※おむつは袋の外に「お

むつ」と記入

町内会等による環境美化に

よるもの

環境美化ボランティア袋

（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ用・透明）

金　属　類 月１回
金属を50％以上含む物およ

び小型家電製品類

指定ごみ袋

（資源化物用・透明）

ペ ッ ト

ボ ト ル
－

指定ごみ袋

（資源化物用・透明）

空きびん －

ガス・

スプレー缶
－

空 き 缶 －
指定ごみ袋

（資源化物用・透明）

使用済み

乾 電 池

充電式・ボタン電池以外の

乾電池
透明な市販の袋

古 紙 － 紙ひもで結束

週１回

(申込制)

家具類、寝具類、遊具類な

ど、一辺が50cmを超えるも

の

証紙(シール)貼付 戸別有料 ・委託　3台

区分

家 庭 ご み 週２回

ステーション

方式

  委託

　6,483箇所

　委託 51台

資

源

化

物 月２回

プラスチック回収箱

・委託 14台

・古紙回収

　　　 13台

粗 大 ご み

処理方法 処理能力 竣工年月

溶融施設
（溶融炉増強分）

全連続直接高温溶融炉 230t/日×2基
（増強分30t/日）

平成１４年３月
（平成２４年３月）

最終処分場 管理型 97,000㎡
昭和５４年３月（一期工事）
平成１６年３月（二期工事）

空きびん処理施設 選別 36t/5h 平成１１年３月

空き缶処理施設 選別・圧縮 28t/5h 平成１１年３月

ペットボトル処理施設 圧縮・梱包 10t/5h 平成１１年３月

粗大ごみ・金属類破砕施設
金属回収施設

二軸せん断破砕・堅型
回転破砕・機械選別

32t/5h 平成１８年９月

施設名称

ご

み

再
資
源
化
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３ ごみ排出量

平成２６年度のごみ排出量
※

は１２７,６４５ｔで、前年度と比較し９０１ｔ

（０.７％）減少しました。ごみの区分別では「家庭ごみ」１０３,７３５ｔ

（８１.３％）、「粗大ごみ」３,５５４ｔ（２.８％）、「資源化物」

１８,３４３ｔ（１４.４％）、「その他（し尿処理汚泥など公共系ごみ）」

２,０１３ｔ（１.６％）となっており（図－６）、

排出区分別では一般家庭から７９,０６８ｔ（６１.９％）、事業所から

４８,５７７ｔ（３８.１％）のごみが排出されています。（図－７）

図－６ ごみ排出量の推移（ごみの区分別：平成２７年３月３１日現在）

※「事業系資源化物のうち民間施設等搬入分」は、ごみ排出量から除外する。

図－７ ごみ排出量の推移（家庭系・事業系の別：平成２７年３月３１日現在）

※「事業系資源化物のうち民間施設等搬入分」は、ごみ排出量から除外する。
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４ ごみ排出量の予測

平成２６年度のごみ排出量の予測値１１６,４０７ｔに対する実績値は

１２７,６４５ｔとなり予測値を１１,２３８ｔ（９.７％）上回っていますが、

実績値は減少傾向にあります。（表－５,図－８）

表－５ ごみ排出量の比較

（単位：ｔ）

年度 予測値 実績値 増・減（△）

２２ １３１,０１６ １３４,１２１ △ ３,１０５

２３ １２７,０５９ １３２,３０５ ５,２４６

２４ １２３,６５４ １３２,４０４ ８,７５０

２５ １１９,７７４ １２８,５４６ ８,７７２

２６ １１６,４０７ １２７,６４５ １１,２３８

※ごみ排出量の予測値は、秋田市一般廃棄物処理基本計画の第２章 ごみ処理基本計画、

第３節 ごみの排出量の予測および数値目標、１ ごみ排出量の予測、(2) ごみ排出量

の予測による。

図－８ ごみ排出量の予測（推移）
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第２節 生活排水処理基本計画に関する事項

１ 処理人口の推移

平成２６年度のくみ取り人口は１４,５９９人で、前年度と比較し１,０５５人

（６.７％）の減となっており、水洗化人口の増加に伴い減少が続いています。

（表－６,図－９）

表－６ し尿くみ取り人口等の比較（平成２７年３月３１日現在）

（単位：人）

図－９ 処理人口の推移（平成２７年３月３１日現在）
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２７９,１８８ ２８１,１６５ ２８２,８１０ ２８４,０４８ ２８４,１８１

 公共下水道人口 ２５０,４０１ ２５３,９１０ ２５５,９１４ ２５７,２７７ ２５９,２８７

 農業集落排水人口 １０,０００ ９,８６２ ９,６４１ １０,７２５ ９,５００

 浄化槽人口
（合併処理）

１８,７８７ １７,３９３ １７,２５５ １６,０４６ １５,３９４

４２,９０４ ３９,７３９ ３７,８７１ ３５,４４９ ３３,４７０

 浄化槽人口
（単独処理）

２２,８７０ ２１,４６８ ２０,６２１ １９,７９５ １８,８７１

 くみ取り人口 ２０,０３４ １８,２７１ １７,２５０ １５,６５４ １４,５９９

年度

 行政区域人口
（住基人口）

 水洗化人口

 非水洗化人口
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２ 生活排水の処理フロー

「し尿」および「浄化槽汚泥」の収集区域割、収集・処理ルート等については、

図－１０のとおりです。（図－１０）

図－10 生活排水の処理フロー（平成２７年３月３１日現在）

３ 生活排水の処理体制

(1) 本市のし尿処理施設

し尿処理施設としての「向浜事業所」は老朽化のため廃止となり、新たな処理

施設として「秋田市汚泥再生処理センター」が平成２５年１月に竣工し、稼働し

ています。（表－７）

表－７ 秋田市のし尿処理施設（平成２７年３月３１日現在）

施設名称 分類 処理方法 処理能力 竣工年月

秋田市汚泥再生処理センター
（秋田市向浜一丁目１３番１号）

し尿処理施設
固液分離・

希釈放流方式
175 kl/日 平成２５年１月

主な処理経路

上記以外で生じる

資源化物や副産物等

大

気

放

出

 　　　下水道放流

（秋田臨海処理センターで

処理を行っています。）

臭気（各施設・各槽から）

脱水汚泥

し 尿

浄化槽汚泥

飛灰

スラグ・メタル

資源化

脱臭設備

前処理受入槽 貯留槽

分離液槽

希釈槽

濃縮機
汚泥脱水機

秋田市総合環境センター

（溶融処理）

最終処分場

生物
脱臭塔

薬液
洗浄塔

活性炭
吸着塔

凝集反応槽
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４ 浄化槽設置の補助実績

下水道の事業計画区域外や農業集落排水事業の具体的計画のない地域での浄化

槽設置について、平成２６年度は２件の申請がありました。（表－８）

表－８ 補助基数の推移（平成２７年３月３１日現在）

年度 ２２ ２３ ２４ ２５ ２６

補助基数（基） １４ ２ ２ ０ ２

補助金額 (千 円) ５,８７６ ７９３ ７９３ ０ ７０４

５ 生活排水の処理実績

平成２６年度の年間総処理量は４１,７６９ｋｌで、前年度に比較し２,０３５ｋｌ

（４.７％）の減となっており、公共下水道や農業集落排水施設の整備・普及に

伴い減少傾向となっています。

処理対象物の区分別では、「し尿」が１９,４９８ｋｌ（４６.７％）、「浄化

槽汚泥」が２２,２７１ｋｌ（５３.３％）となっています。（図－１１）

図－11 し尿および浄化槽汚泥処理量の推移（平成２７年３月３１日現在）
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６ 生活排水処理量の予測

平成２６年度の生活排水処理量の予測値４２,０９３ｋｌに対する実績は

４１,７６９ｋｌであり、３２４ｋｌ（０.８％）の減となっています。

（表－９,図－１２,図－１３）

表－９ 生活排水処理量の予測
（単位：kℓ）

年度 予測値 実績値 増・減（△）

２１ ４７,４００ ５１,５９０ ４,１９０

２２ ４９,２３６ ４９,４４７ ２１１

２３ ４７,１６０ ４８,０３７ ８７７

２４ ４５,３００ ４４,６７８ △６２２

２５ ４３,６４１ ４３,８０４ １６３

２６ ４２,０９３ ４１,７６９ △３２４

図－１２ 生活排水処理量の予測量推移

図－１３ 生活排水処理量の推移
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第３章 一般廃棄物処理の評価と課題

第１節 ごみ処理基本計画に関する事項

１ 最終年度目標と達成状況について

秋田市一般廃棄物処理基本計画に定める数値目標のうち、ごみ減量目標に関し

ては中間目標を平成２４年度まで延期し、当初においては２７年度を最終年度と

して設定し、その後の国や県の状況を踏まえながら新たに数値を定めることとし

ましたが、家庭ごみ有料化によって当初の数値目標を２５年度に達成したことか

ら最終年度を１年繰り上げ２６年度とし、２７年度以降は新たな目標を掲げて取

り組むこととしました。なお、リサイクル率および最終処分量についても、国の

目標に比べ高い目標を掲げており、２６年度を最終年度とすることとしました。

(1) ごみの減量目標

市民一人１日当たりの家庭系ごみ（資源化物を除く）排出量を、平成

１１年度の６１８ｇから１０％以上削減する。

・平成２６年度目標値 ５３１ｇ以下を指標とする

・平成２６年度実績値 ５２９ｇ（達成）

・最終年度目標値 当初５５６ｇ（※注）

※注）減量目標については、中間目標を平成２４年度までの早期達成目標として設定し、

その後、国や県の状況を踏まえ、新たに最終年度までの数値目標を定めるとしていた。

※平成２５年度に減量目標を達成したことから、最終年度を１年前倒し、２７年

３月に秋田市一般廃棄物処理基本計画（平成２６年度版）を策定した。

（図－１４）

図－１４ 市民一人１日当たりの家庭系ごみの排出量の推移（平成２７年３月３１日現在）
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事業系ごみ(資源化物を除く)排出量を、平成１１年度の４９,１３８ｔ

から１５％以上削減する。

・平成２６年度目標値 ４１,７６７ｔ

・平成２６年度実績値 ４５,９０４ｔ（未達成）

・最終年度目標値 ４１,７６７ｔ（※注）

※注）減量目標については、中間目標を平成２４年度までの早期達成目標として設定し、

その後、国や県の状況を踏まえ、新たに最終年度までの数値目標を定めるとしていた。

※事業系ごみの排出量は平成１４年度をピークに減少を続けていたが、近年は

少し上昇傾向であり２６年度は目標値と比べて約９.９％多い値となっている。

なお、未達成の原因については、近年の気候状況変化、景気動向および国の政策

（消費税増税等）に由来するものや、当課における事業系に対する取組について、

今後は十分検討する必要があると考察している。（図－１５）

図－１５ 事業系ごみの排出量の推移（平成２７年３月３１日現在）
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(2) リサイクル率の目標

リサイクル率を、平成１１年度の２３.６％から３８％以上に

引き上げる。

・平成２６年度目標値 ３８％

・平成２６年度実績値 ３０％（未達成）

・最終年度目標 ３８％

※リサイクル率については、家庭ごみ有料化実施年の実績では３３.６％まで上

昇しましたが、その後についてはスラグ。メタル、資源化物および古紙の減少

にともなってやや減少傾向となっています。２６年度実績においてスラグ・メ

タルが前年度より１,５９５ｔ、古紙についても９４９ｔ減少、率にしてそれぞ

れ約１２％、７％減少した結果となっています。

なお、減少傾向の要因として、民間事業者による資源化物等の回収等、自ら

ごみ減量に取り組む事業者が増加したこと、および家庭ごみ有料化により市民

のごみに対する意識の向上から市の施設に搬入されるごみ質が大きく変化して

きているのではないかと推察している。

（図－１６）

図－１６ リサイクル率の推移（平成２７年３月３１日現在）
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(3) 最終処分場の減量目標

最終処分場を、平成１１年度の２０,７９８ｔから９０％ 以上削

減する。

・平成２６年度目標値 ２,０７９ｔ

・平成２６年度実績値 ３,０６２ｔ（未達成）

・最終年度目標値 ２,０７９ｔ

※平成２６年度は、溶融飛灰が前年度と比べて１２８ｔも増加しており目標を達

成することができなかった。何か特定の原因がないか決定的な回答を見つける

ことができなかったが、家庭ごみ有料化以降の最終処分量が大きく変化してい

ることから、有料化以前とはごみ質が変化しているのが要因ではないかと推察

している。（図－１７）

図－１７ 最終処分量の推移（平成２７年３月３１日現在）
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第２節 生活排水処理基本計画に関する事項

１ 中間目標の達成状況

秋田市一般廃棄物処理基本計画に定める、生活排水処理に係る平成２６年度の

目標の達成状況は以下のとおりです。

生活排水処理の目標

生活排水処理施設（公共下水道・農業集落排水・浄化槽）の普及率を

９５％とする。

・平成２６年度目標値 ９５％

・平成２６年度実績値 ９５.４％（達成）

・最終年度目標値 ９５％

公共下水道事業、農業集落排水事業および浄化槽整備事業等の着実な推進により、

生活排水処理率が向上しており、秋田県生活排水処理整備構想(注)に基づき、計画

目標の達成に向け順調に推移しています。（表－１０）

表－１０ 生活排水処理率の推移（平成２７年３月３１日現在）

（単位：人）

注）秋田県生活排水処理整備構想（第２期構想：平成１３～２２年度）

秋田県の生活排水処理施設の整備推進の指針として、県と県内市町村の協力により策定さ

れた計画で平成２２年度までは全県の生活排水処理率を８０％とし、平成２３～３０年度ま

での第３期構想においては９０％とすることを目標としています。

（秋田市の平成２７年度時点での生活排水処理率の目標値は９５％）

２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６

３２３,４２５ ３２２,０９２ ３２０,９０４ ３２０,６８１ ３１９,４９７ ３１７,６５１

３００,６１３ ３０２,０５８ ３０２,６３３ ３０３,４３１ ３０３,８４３ ３０３,０５２

公共下水道人口 …③ ２４８,０４６ ２５０,４０１ ２５３,９１０ ２５５,９１４ ２５７,２７７ ２５９,２８７

農業集落排水人口 １０,０１８ １０,０００ ９,８６２ ９,６４１ １０,７２５ ９,５００

浄化槽人口 ４２,５４９ ４１,６５７ ３８,８６１ ３７,８７６ ３５,８４１ ３４,２６５

７６.４ ７７.７ ７９.１ ７９.８ ８０.５ ８１.６

９２.９ ９３.８ ９４.３ ９４.６ ９５.１ ９５.４

９３.３ ９４.０ ９５.０ ９５.０ ９５.０ ９５.０　目標（％）    

年度

し尿処理人口 …②

行政区域人口 …①

　実績（②/① ％）

　公共下水道普及率
（③/① ％）


